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中小企業支援機能強化プロジェクト作成
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中小企業支援機能強化（技プロ）

すそ野産業政策立案支援（専門家）

外国投資促進（専門家） 中小企業支援連携促進（研修）

すそ野産業育成＜経営・技術指導＞
（シニアボランティア）

ビジネス人材育成支援（貿易大学, VJCC(技プロ)）

技能検定制度構築支援（専門家）

中小企業支援（新規研修）

中小企業支援
ツーステップローン（円借款）

融資能力向上（研修）

技能者育成支援（ハノイ工業大学(技プロ)）

凡例
: : 専門家派遣、研修
: 技術協力プロジェクト
: 円借款
: シニアボランティア

ベトナム「中小企業・すそ野産業開発協力プログラム」連携図
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２０１２．６．３０
中小企業支援機能強化プロジェクト作成

：専門家派遣・研修

：技術協力プロジェクト

：有償資金協力

：ボランティア事業

2013 2014 20152009 2010 2011 2012

●中小企業政策の実施
モニタリング体制不備
●外資受入体制が脆弱
●裾野産業振興の具体
的施策の不在

裾野産業振興アドバイザー

中小企業支援機能強化プロジェクト

①政策立案・実施

●地場企業の低い技術・
経営水準
●外資との取引機会が限
定
●中小企業支援機関の
能力不足

③技術・経営

ノウハウ強化

●投資促進

●中小企業政策改善

中小企業政策実施アドバイザー

中小企業支援連携促進（研修）

計画投資省

商工省

中小企業

支援機関

（商工会議所、
科学技術省、計

画投資省、商工

裾野産業育成シニアボランティア複数派遣

中小企業支援機能強化プロジェクト(再掲）

政策実施機関強化プロジェクト 適時・適切な
政策立案

及びその実施

中小企業の技術
力・経営ノウハウ
強化を通した裾
野産業の育成

●経営者や技能者の不
足

●産業界のニーズとのミ
スマッチ

ハノイ工業大学技能者育成支援プロジェクト

②産業人材育成

ベトナム日本人材協力センタービジネス人材育成プロジェクト(VJCC)

技能検定制度整備プロジェクト（検討中）技能検定制度構築アドバイザー

●経営者・技能者育成

●技能検定制度構築

大学
職業訓練校

労働省
教育訓練省

有能な産業人材
（経営者・技能
者）の輩出、活用

日本人熟練技術者による企業指導（検討中）●SME支援機関能力向上

●ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ強化

中小企業支援ワンストップ機能強化（研修）

フェーズ２

中小企業支援事業フェーズ３（ツーステップローン）

信用手段多様化支援（仮称、検討中）

●国営企業偏重、担保主

義による貸出能力の制約

●信用情報インフラ欠如

●信用保証制度・政策金

融制度の未整備

④金融アクセス

●SME事業資金確保

●金融機関能力強化

フェーズ４（検討中）財務省
国家銀行
金融機関

中小企業の
適切な資金調達

金融強化関連研修

ベトナム「中小企業・裾野産業開発協力プログラム」 実施状況

ベトナム側
関係機関

JICAの
取り組む課題

成果

●裾野産業政策改善

投資環境整備アドバイザー 投資環境整備アドバイザー

地方ジャパンディスク
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2012.7.2 JICA 中小企業支援機能強化プロジェクト 
 

JICA 技術協力型プロジェクト：ベトナム中小企業支援機能強化プロジェクトに関連する人材育成について 

 

【目標】 ベトナムにおける中小企業支援のあり方の提案 

≪方法≫ Ⅰ 中央及び地方の行政機関の連携強化、 Ⅱ 中央及び地方の行政職員の人材育成（中小企業向け研修開催を含む）、 

Ⅲ ベトナム中小企業と外資系組立産業とのマッチング強化、 Ⅳ AED が行う政策提案の支援 

a) 中小企業支援人材（中央政府） 

① アドバイザー派遣などによる企業現場支援；支援ガイドブック策定（研修 及び本邦研修（東京及び大阪））、SV 事業との連携による OJT［調整中］ 

② マッチングの情報提供、場の創出（ポータル含む）、商談会での支援など OJT＜日本からのミッション対応＞ 

③ 中小企業向けセミナーの開催（AED セミナー開催マニュアル変更を含む人材育成・資金の両面支援）；官製有料セミナオーの是非 

b) 中小企業支援人材（地方組織） 

④ 地方人民委員会におけるワンストップサービス機能強化のための人材育成（日本の中小企業診断士によるセミナー、中央政府職員も参加） 

⑤ ワンストップサービスと団地管理委員会の連携のためファシリテーター育成（本邦研修）［詳細検討中］ 

⑥ 工業団地管理委員会の所掌業務の改善に必要な人材の育成≪今後の課題≫ 
 

 

 

計画投資省 MPI 

警察機構 

 企業開発庁 AED 

中小企業支援センター

ハノイ i 

人民委員会 PPC 

商工局 

工業振興センター 

警察署 
その他 

工業団地管理委員会 

 

One Stop 
Service  

連携・補完外国投資サポート 
；設立、建築、経営 

外国投資支援 
法人登記、経営支援 

投資計画局 DPI 
中小企業 

支援センター 

財務局 
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すそ野産業育成 
（シニアボランティア）

中小企業支援機能強化 
（技術協力プロジェクト） 
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ベトナム・製造業における能力開発・人材育成の取組み 2012/7/2
中小企業支援PJ

育成対象 企業

分野・種別 新卒者
経営／
経営者

品質管理
技術開発／
製造技術

技能／
技術者

訪問指導
官公庁
職員

会計士 コンサルタント

機関種別

ベトナム側 VCCI ◎ 〇 〇 〇
協会・団体 ◎ 〇 〇 〇
MPI / AED / TAC 〇 〇 〇 〇
MOIT / AIP 〇 〇 〇
MOST/ NASATI ・ NATEC 〇
MOET / 短期大学 ◎ 〇

JICA VJCC(ハノイ、HCMC) △ 〇 〇 〇 〇

ハノイ工業大学 ◎ 〇 ◎ 〇

SMEプロジェクト ◎ 〇 〇 ◎ △

SV裾野産業 △ 〇 〇 〇 ◎ □

地方自治体 職業訓練(2011.4) ◎
CEOネット（2012.11予定） ◎ 〇 〇

民間企業（日系在越法人OJT） △ ◎ 〇 ◎ △
NPO法人（11.8～TKC） 〇 ◎ 〇

ベトナム機関の日本語名

省 庁/部局 Ministry Agecy/
Dep/Offic 省 Ministry Agecy/

Dep/Offic
計画投資省 MPI 科学技術省 MOST

企業開発庁 AED 科学技術情報庁 NASATI
中小企業支援センター TAC 技術開発事業化促進センター NATEC

外国投資庁 FIA 教育訓練省 MOET
商工省＜ベトナムの通商産業省＞ MOIT 労働戦傷者社会福祉省 MOLISA

工業振興庁 AIP
輸出促進庁 VIETRADE 地方人民員会 PPC

計画投資局局 DPI
産業振興センター IPC 商工局 DOIT

ベトナム商工会議所 VCCI 団地管理委員会 EZA / IZA

庁/部局

産業人材 支援人材
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中小企業支援機能強化プロジェクト 
2011.7.5 

ベトナムの中小企業について  ≪出展：ベトナム中小企業白書 2011 年≫ 

 
１． 中小企業の定義 

※ 2009 年行政府令 56 号による規定 

 
２． 中小企業数［登記簿ベース（2010 年 1 月現在）、従業員数のみでの分類；以下同様］ 

資本構成種別 合計 零細 小企業 中企業 大企業 

全体 248,842 162,785 74,658 5,010 6,389 
国営企業 3,364 69 1,260 570 1,465 
民間企業 238,932 161,661 69,918 3,857 3,496 
外資系 6,546 1,055 3,480 583 1,428 
  うち１００％ 5,412 850 2,945 443 1,174 
※ ベトナム商工会議所の会員数は 60 万社でカバー率は 9 割と言われており、

2002 年に事業所が 272 万社との統計データがある。 
 
〇資本別の構成比 

種別 合計 零細 小企業 中企業 大企業 

全体 100% 65.4% 30.0% 2.0% 2.6% 
国営企業 1.4% 2.1% 37.5% 16.9% 43.5% 
民間企業 96.0% 67.7% 29.3% 1.6% 1.5% 
外資系 2.6% 16.1% 53.2% 8.9% 21.8% 
  うち１００％ 2.2% 15.7% 54.4% 8.2% 21.7% 
※ イタリック体は同一種別内の構成比。 

 
〇業種別の傾向 

  分野 合計 零細 小企業 中企業 大企業 

全体 100% 65.4% 30.0% 2.0% 2.6% 
農林水産業 3.5% 41.3% 56.6% 0.5% 1.6% 
製造業及び建設業 32.0% 48.7% 45.2% 2.1% 4.1% 
卸小売業 39.0% 79.8% 17.8% 1.4% 1.0% 

 
〇年次別企業数増加率の変化 

  分野 合計 零細 小企業 中企業 大企業 

２００８年 31.1% 33.4% 34.1% 10.7% 6.6% 
２００９年 21.0% 28.0% 9.7% 11.2% 7.0% 

 

  零細 小企業 中企業 

分野 従業員数 資本金 従業員数 資本金 従業員数 

農林水産業 １０人以下 
200 億 VDN［８千

万円］以下 

１０～２００

人以下 

200億VDN～1000億

VDN［４億円］以下 

２００～３００

人以下 

製造業及び建

設業 
１０人以下 

200 億 VDN［８千

万円］以下 

１０～２００

人以下 

200億VDN～1000億

VDN［４億円］以下 

２００～３００

人以下 

卸小売業及び

サービス業 
１０人以下 

100 億 VDN［４千

万円］以下 

１０～５０人

以下 

100 億 VDN～500 億

VDN［２億円］以下 

５０～１００

人以下 
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